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茨城県の現状について
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茨城県内の日本語指導が必要な外国籍の児童生徒在籍人数

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

外国人児童生徒数
（小中高特）

3,042 3,386 3,640 3,916 4,304 4,730

日本語指導が
必要な児童生徒数

1,505 1,621 1,652 1,621 1,826 2,133

外国人児童生徒数（小中高特）は５年間で、1.55倍

日本語指導が必要な児童生徒数は５年間で、1.42倍

外国人の子供の就学状況等調査、日本語指導が必要な児童生徒数調査、県独自調査より
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茨城県内の外国籍児童生徒の在住

○茨城県の地理的状況

・面積が大きい ・居住地域が散在

○外国人児童生徒数全国10位

○集住地域・・・県南、県西地域

更なる増加

散在地域・・・県北、水戸、鹿行地域

空白地区が消失

○多国籍化・多言語化

200人以上 100人以上
50人以上 25人以上
10人以上 ９人以下
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小中高を貫く茨城県日本語習得支援体制
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小中高を貫く茨城県日本語習得支援体制（2026年度以降）
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指導体制の確保・充実について
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手立て１ 日本語指導担当教員の配置

手立て２ 日本語支援員（母語支援員含む）の配置

手立て３ 日本語指導担当者フォローアップ研修の実施

手立て４ オンラインを活用した日本語指導

手立て５ オンライン通訳・翻訳支援

集住

集住

集住

散在

集住 散在

義務教育段階での集住、散在地域への茨城県の支援
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手立て１ 日本語指導担当教員の配置

校種 小学校等 中学校等 合計

人数（人） 99 30 129

【日本語指導担当教員の主な業務】

○ 日本語指導教室における日本語指導が必要な児童生徒への日本語指導・

学習指導

○ 在籍学級における入り込み指導

○ 所属校内での外国人児童生徒支援に関するコーディネート

○ 日本語指導が必要な児童生徒への年間指導計画、個別の指導目標の作成
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手立て２ 日本語支援員（母語支援員含む）の配置

【日本語支援員の主な業務】

○ 日本語指導が必要な児童生徒への日本語指導（取り出し指導中心）

○ 母語が話せることを生かした児童生徒と教員間の通訳支援

53名の日本語支援員（母語支援員）を配置し、主に生活言語の習得を支援
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手立て３ 日本語指導担当者フォローアップ研修の実施

【目的】年間を通じた研修を通して指導力の向上を図り、日本語指導の充実を図る。

【対象】日本語指導担当教員40人、日本語支援員50人（３年間で全員が受講）

【内容】年間３回の研修

第１回（６月） 第２回（10月） 第３回（２月）

行政説明、
オリエンテーション、
講義、ワークショップ

授業公開、グループ協議、
指導助言

グループ協議、まとめ
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

【目的】オンラインでの外部人材を活用した日本語指導を行い、散在地域での日本

語支援を充実する。

【対象】小学校５年生から中学校３年生まで

※日本語指導教室非設置校やボランティア等の支援を受けていないこと

【内容】トピック（話題・場面）に応じた日本語の指導（週２時間×年間25週）

※習熟の程度に応じた少人数（３名程度）で実施
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

文型積み上げシラバスは難しいかも・・・
多少のレベル差・授業の抜けを気にせず、

ゆるやかに活動に参加できる
Can-doベースの トピック・シラバス！

カリキュラム設計の制約

・1クラス3〜5名の複数名（少人数）。

子供の来日時期・ルーツ・学年はさまざま。

・習熟度別クラス編成とはいえ、レベル差がある。

・欠席しがちな子供＋学校行事による不規則な参加。

進度管理の難しさ。
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

シラバスの基本設計
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

れんしゅう＋ かつどう

週の前半 ＜れんしゅう＞
・語彙
・基本文型

週の後半 ＜かつどう＞
・プラスα文型
・コミュニケーション活動

・教科につながる学習活動
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

遠隔でも協力し合えるシステムづくり
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手立て４ オンラインを活用した日本語指導

子供の
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手立て５ オンライン通訳・翻訳支援

【支援対象】県内の小学校・中学校・義務教育学校・教育委員会

【支援内容】通訳・翻訳支援 ※原則オンラインでの実施

【想定される通訳派遣場面】

※必要性の高いものを優先

【費用負担】県が負担（市町村及び保護者等の費用負担なし）

進路決定に向けた三者面談

懇談会、学校生活における個別相談
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【令和７年度の指導体制】

重点校：結城第一、石下紫峰

支援校：江戸崎総合、結城第二、

筑波、茎崎、坂東清風

※令和６年度より継続

教育委員会

ＮＰＯ

大学

学校生活を
総合的に支援

専門人材

重点校２校
（結城第一高校、石下紫峰高校）

支援校５校
（江戸崎総合、筑波、茎崎、結城第二、坂東清風）

日本語指導
・キャリア支援

県立高等学校における支援について
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  【令和７年度の指導体制】

３ 日本語指導支援員の派遣

３ 言語能力等に応じた習熟度別学習の実施 ※重点校のみ

２ 日本語能力の把握・日本語指導の助言 ※重点校のみ

１ 外国人生徒支援コーディネーターの配置

・日本語アセスメントテストを年２回実施
・個別の支援計画作成についての助言や生徒のキャリア支援

・通訳派遣や翻訳支援など、学校生活に必要な支援を実施
［重点校２校］各１人配置 ［支援校５校］１人配置（巡回）

・放課後等に専門人材によるきめ細かな日本語指導を実施

・国数英などでの取り出し授業（少人数）やティームティーチング
・英語が得意な生徒のための発展的な学習

５ 外国人材支援センターとの連携（産業戦略部労働政策課）

・高校担当アドバイザー
・地元企業へ高校生のインターンシップや採用活動を支援

４ 言語能力等に応じた習熟度別学習の実施 ※重点校のみ

２ 日本語能力の把握・日本語指導の助言 ※重点校のみ

１ 外国人生徒支援コーディネーターの配置

ＮＰＯ

大学

教育委員会

専門人材

知事部局

県立高等学校における支援について
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  【令和７年度の指導体制】（学校からの視点）

教育委員会

ＮＰＯ

大学

学校生活を
総合的に支援

専門人材

日本語指導
・キャリア支援

自治体

地域企業

同級生・先輩

卒業生

生徒会

〔校内〕

保護者

※国籍問わず

ＩＣＴの活用

学校の連携
ノウハウ共有

県立高等学校における支援について
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○県央・県東・県南・県西地域において、日本語指導が必要な外国籍生徒の在籍数が多い
高等学校へ外国人支援体制を拡充

年度 学校名
外国籍生徒

在籍数（人）

重

点

校

令和４年度～
石下紫峰 128

結城第一 131

令和８年度～

大洗 ５

神栖 ６

江戸崎総合 ９

坂東清風 45

支

援

校

令和６年度～

筑波 20

茎崎 18

結城第二 21

令和８年度～ 三和 14

令和８年度 １０校体制（重点校６校、支援校４校）

：重点校
：支援校

江戸崎総合

結城第一

筑波

坂東清風

石下紫峰

茎崎

結城第二

大洗

神栖

三和

令和７年５月１日現在

【令和８年度の指導体制】

県立高等学校における支援について
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高校における指導体制構築（イメージ）

○日本語指導担当（教員）

各教科授業（多展開等）学校生活支援（保護者含） 日本語学習（初中級・上級）

○教科指導担当（教員）○コーディネーター（教員）

●日本語教師（専門人材） ●母語支援員（母語話者）●相談・面談通訳等（NPO）

校務分掌（多文化共生推進部）や  校内委員会（多文化共生推進委員会）

管理職・コーディネーターを中心に学校全体を統括、他部・他委員会との連携

⇒担当教員
⇒有資格者採用（中長期的）

⇒習熟度対応・非常勤講師
⇒やさしい日本語・ルビ・図表等

⇒統括する教員
※例：特別支援教育コーディネーター

⇒人材確保にハードル
⇒業務委託 or 直接雇用
⇒オンラインも活用

⇒関係機関との調整、多文化共生
⇒カウンセリング
⇒ソーシャルワーク

校内組織

NPO法人

大 学

○日本語

○キャリア

○教員養成

○相談

○面談通訳

○手続支援

関係機関との調整、「個別の指導・支援計画」作成

教員研修

県主催研修 や 校内研修 の 充実

外国人生徒理解・支援、日本語指導法

教員

外部

全体

●同時翻訳アプリの活用

⇒学校生活支援や日本語学習
にも活用

ICT活用

○通訳翻訳

○遠隔

県立高等学校における支援について
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関係機関（NPO法人や大学等）との連携について
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本県の考え方

○実際に支援を受ける外国人児童生徒や学校にとって有意義なものにすること
○外国人支援の現状を知り、専門的な見地から指導助言できる機関との連携は不可欠であること

連携体制

県教育委員会

県の機関
市町村教育委員会

学 校（外国人児童生徒等）

ＮＰＯ法人

企 業

大 学

他部署

支援

関係機関（NPO法人や大学等）との連携について

支援

支援

支援

帰国・外国人児童生徒連絡協議会
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今後の方向性
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児童生徒、学校にとって有意義であること

校種間、関係機関等との連携強化

日本語指導の飛躍的拡充

茨城県の外国人児童生徒支援の方向性
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